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1. 消費者保護にたいする2つの考え方
消費者保護や，その具体的なあらわれである消費者保
護立法もしくは消費者行政をどのようにみるかは，消費
者問題や消費者運動を論ずる湯合と同じように，乙乙で
いう「消費者jを，どのような立場からとらえるかによ
って，理論がわかれてくる。
乙れまでの支配的な考え方は，大きくわけると，つぎ
のような2つの立場にわかれる。
その1つは， i消費者Jを，企業の立窃から，生活用
品購入者としてとらえようとするものである。つまり，
生活用品を，生産したり販売したりしているものにとっ
ては，消費者の購買活動は， 自らの利潤の源泉であっ
て，乙れが，企業活動をささえる原動力lとなっている。
したがって，企業の立場からみても，企業が 「長期的
にJ利測を確保する乙とができるような状態を維持する
ために，消費者に一定の係機を加える必要があるという
考え方である。
ζれは，いわば， i買わせるための買手保護Jという
べきものであって，企業のために，企業の立場にたって
お乙なわれる行政であっても，それは同時IC， i消費者
のためにもなるj消費者行政であるというわけである。
乙れにたいして，第2の考え方は， i現存の経済関係
あるいは社会関係、のなかで，消費者のおかれている地位
をあきらかにし，消費者の権利や利益が不当IC侵害され
ている」状態を回復せんとする立場にたつものである。
つまり， i消費者主義jの立場にたった，消費者の権利
擁護のための行政が，消費者保護であり，消費者行政で
あるというものである。
乙のような 2 つの立場にたつ消~者行政の性格分額を
お乙なわれた正田彬教授日は， r現在の高度に発達した
独占資本主義の経済社会において，消費者の権利のみを
中心として，立法・行政が具体化することは，極めて困
難である」から， ri向費者は，企業，産業，資本のため
に，消費者保護をはかろうとする趣旨lC/J¥る各種の法制
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皮を，自らの権利をまもるための手鍋りと しなければな
らないととも決して少くないjとしながらも，消費者行
政本来のあり方は，消費者ーの立窃にたって展開されねば
ならないものとされている。 すなわち， i消費者行政
は，単に消費者と企業，産業，資本の閣の利益の調整を
はかるという性格のものではなく，消費者の権利を尊重
し，それの擁護を図ったうえで，企業活動が行われるべ
きであるという要請を具体化したものjであって， たと
え「消費者の利益と，企業， ;m;t，資本の利益との調整
が問題とされるJζとがあるとしても，それは，il肉質者
の本来もっている権利を前提としなければならないもの
であるとされているのである。そして，とのような消践
者に図有の権利を擁護し，それが不当IC侵害されている
状態からの回復をはかるものが，消費者保護行政である
というのである。
それでは，なぜ，とのように消賞者が本来もっている
と乙ろの権利が擁護されねばならないのであろうか。そ
れは，生産技術の進歩によって生みだされる新製品が激
婚し，その特性は，もはやそれを生産している当事者で
なければ見わけがつかないといわれるまでになってきて
おり，さらに， その供給も，近代的な販売術や管理体制
によって，ほとんど選択の余地をの乙さないほどになっ
てきており，消費者が，自らの判断にしたがって，自分
の欲望ICみあった特定の生活用品の選択をおこなった
り，危険性を予知したりするととができなくなってきて
いると乙ろからくるものである。 したがって， 消費者
が，生活用品の購入にあたって，取引者としての一般的
な権利を行使しうるように，生産省lζ安全を求めたり，
商品を正しく特定させたり，自由に取引条件の決定に参
加できるように要求する権利や，乙のような従属的な地
位を回復するための組織化の柄引jを，あたかも，基本的
人縦のように認める必~があるのである。 いいかえれ
ば， r企業の利潤確保と消費~.の芯本的な権利との!U1Iζ
は， .潟挺されうるような関係にはないJのであって， ri~í 
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資者の権利を擁護したうえでの事業者の利潤追求Jとい
う原則が，承認されねばならないというわけである。
ζのように，消費者のもっている本来の権利がいわば
「消費者主権」として，一般に承認容れ，それを擁護す
る必要性が，消費者保護行政を形づくってきているとみ
るととはできる。しかし，それは依然として，消費者の
立場からみた必要性にささえられているのであって，乙
の必要性は，利害関係を異にする反対の立場，すなわち
企業の立場からみた必要性とは，合致しないかもしれな
い。 r現在の高度に発達した独占資本主義の社会におい
て，消費者の纏利のみを中心として，立法，行政が具体
化する乙とは，極めて困難jな状況にあるといわれてい
るのは，乙のととを物語るものである。それIZ::もかかわ
らず，今日の社会経済体制lのなかで， r消費者主権jが，
いわば基本的人福として，普遍的iζ承認されなければな
らないという必然性は，一体なにiζもとづくものであろ
うか。
I自主主者主権が，消費者固有の織利であるとすると，そ
の回復や擁護をはかろうとする消費者保護は，乙のよう
な縦利意識にささえられた消貧者の要求を具体化した政
治的産物であるとみることもできる。しかし，それが，
現存の経済体制をささえるうえで，一定の機能をもって
おり，それがために，一定の役割を果す乙とを期待され
ているので，一般的にその存在が承認されてきていると
みる ζともできるのである。
乙のような観点からみると，企業の立場にたつ消費者
保護，すなわち「買わせるための翼手保護jという考ー え
方のほうが，その存在理由を説明するのにかえって好
者E合であるようにみえる。しかしながら，利潤追求を第
一義におく企業もしくは個別資本が，単にそのような理
性をもっているとは考えられない。企業の立場からいえ
ば，買わせればよいわけであって，必ずしも，買手保護
をはかる必然性はないわけである。現に，ζのような状
況が，今日における額々さまざまな商品惑を，氾泌させ
てきているのである。
そ乙で，企業が 「長期的に」利潤を確保しうる状態を
維持するという合理性が，どこから生まれてくるかとい
えば，それは，個別企業の立場からではなくて，いわば
総資本，すなわち国家の立犠を想定しなければならない
のである。したがって，消資者の立場の擁護という乙と
は，消費者主権にもとづいてひとりあるきするもので
も，また企業の立場に直接加盟するものでもなく，国の
手をとおして，消賞者Iζ保護を加える乙とが，ひいて
は，消貧者のためにもなり，企業のためにもなるという
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合理性をもっているとみる乙ともできるわけである。
「買わせるための買手保綾Jが，消費者保護であると
いう考え方は，乙の意味からいえば，企業の立場にたつ
とはいっても，実は，総資本の立場にたって，消費者保
護の機能を評価し，そ乙1:，その存在理由を求めようと
するものと，みる乙とができる。
乙のようにみてくると，消鈴者保護を，主権者として
の消費者の権利擁護もしくは権利回復運動の成果，すな
わち，経済外的なものの経済体制iζたいする要請とみる
乙ともできるが，このような経済外的なものが，経済体
制によって生みだされたものと，みる乙ともできるわけ
である。前者は，いわば必要性を根拠IZ:して， 消費者保
護の意味をさぐろうとするものであるが，われわれは，
後者の考え方にたって，なぜ，消費者保護が，経済体制l
のなかから生み出されねばならなかったかという，必然
性の意味をさぐってみたいと考えている。
2. 政府の消費者保護の考え方
政府の消費者行政にたいする考え方をみても，乙の必
要性の理論にささえられている。
当時，経済企画庁の調整局長であった中野正一氏l乙よ
れば2人 昭和30年代前半どろまでは， r生産の向上が，
経済全体にとっても，第一の急務であり，国民各個人の
立場からいっても，ζれが直ちに国民生活の向上Jを意
味していたのである。 r極端にいうと，生産はすなわち
消費Jであり，消費者の側にも，選択の自由や，その余
裕もなかったので， r生産増強のための行政Jが，すな
わち「消費生活向上のための行政jであると，考えられ
ていたのである。
と乙ろが，経済の成長と発展にともなって，いわゆる
「高度大衆消資社会Jの段階IZ:達するとともに，それ
は，消費者の生活用品選択の場面を一挙iζ拡大すること
になったのである。しかし，乙れにたいする消費者の対
応の仕方は，きわめて不十分で，r限られた情報選択を
行わざるをえないJという実情にあるのである。
すなわち， r高度大衆消費社会においては，7スプロ
ダク ションにより製造された商品が，きわめて広大な市
場IZ:，ほとんど無数に供給されている。 とくに目ざまし
い技術革新の進展と，大震生産，大量販売体制jの随立
は，商品の性質や性能を多稼化させるとともに，短期間
のうちに，新製品を次々に市場lζ送り ζむと同時に，テ
レビ，新開等，高度に発達した7スメディアを駆使した
広告宣伝競争も激化の一途をたどり，その販売方法も，
複雑多岐にわたっている。往々にして，企業が新しい需
要を創造するための，高圧的な販売方法や，不適正な表
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示や，JI.偽誇大な広告や，公正自由な価格形成をさまた
げるような行為をおとないがちである。
したがって，乙のような消費者-をとりまく原境の変化
r!: ，消貧者が十分対応してゆくためには， fi自費者は，
同時に，電気技術者，像銭伎術者，化学者， 栄~学者，
I学者，経済学者である乙とが要求jされる。しかし，
消費省には，ζれらの役割をうまく果してゆくのに必裂
な知織がほとんどあたえられておらず，また，たとえ乙
れらの知型車があたえられたとしても， r現実には，乙れ
を消費生活の向上のために肥後することは，不可能Jな
状態.すなわち， r消貧者主""の実現が阻害Jされてし
まうような状況にちるのである。
と乙ろが，ζのように， r消費者主，.の実現が殴答J
されてしまうような状況は.自由経済体制をささえてい
る広本的な経涜原良1)の一つを， r仮説化|してしまうこ
とになるから，乙のような経済原則が有効に働くように
する乙とは，自由経済体制そのものの重要請であり，乙れ
1:答えるものが，消費者保滋行政であるというわけであ
る.
乙の考え方3)を，もう少しくわしく説明すると，つぎ
のようになる。
生産-l1"ま，あらゆる創怠工夫1:もとづいて自らの製品
を市総へ送りだしている。 -)j消n苔は，市指にあるa
Izの~品のなかから，自分の欲望をみたすのに， もっと
もよく合致したものを選んで自湾入する。これは，短期的
にみれば，消費醤は必ずしも賢明な行動をしないかもし
れないが，長期的にみれば，r消賞者は，消費iζ関する
知識経験を基礎にして.すぐれた品質の重量品を低援に供
給する企業の製品を選択する」ことにはる。乙のよう
に，企業の公正自由な厳争がお乙なわれており，そのな
かで，泊費者が賢明な選択をお乙なうとすれば，劣懇な
鑓品の生産や販売をおとなっている企業は，自然に陶汰
され，その結果，消費者の賢明な欲隻iζみあった f国民
経済の妓巡配分」が実現する ζとになるというわけであ
る。すなわち，市場価格機構のもとにおいては，資源配
分上の決定継をにぎっているものは，消費者であり，消
費者・のもっている麟買カが，あたかも還拳のさいの役耳障
のように，空u軍配分の間短を究極的iζ決定しているとみ
るわけである。したがって，乙のような消費者の決定恥
が平成IJζ作用して， r国民経済の録適配分Jを実現する
乙とができるように， r国民経済的にみた経済合理性J
を追求するには， (1)企業が.その製品の品質や箆硲を通
じて，公正自由な銭争を展開している乙と， (tl消費醤
が，市~に供給されている高品の品質や価格などについ
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ての十分な知識や情報をもち，自主的に商品の選択をお
となっていること，という 2つの条件が，みたされねば
ならない。
それゆえに，自由経涜体制が，このような2つの条件
にささえられている以上， rその実現を阻む要因をでき
るだけ排除し，治資者主権の原則が貫徹される乙とを促
進する必要Jがあるのである。乙れを，もう少し具体的
にのべると，r企業は，公正自由な銭争を展開し，消貨
-MI立，自己の生活向上のために賢明な選択を行なう 政
府iま，泊費者のとの還沢を可能にする条件を整備するj
乙とiこえより，乙れが，消費者保護行政であるということ
になる。
それでは，これまで産業を優先し，産業を保護してき
たim~行政と ， 乙のような消総省主勉の実現を目ざす消
i2者・行政は，一体どのような関係にたつものであろう
か
1向!-t!i'・保1行政が， r消費者主絃jを補強し，その尖
裂を促進する役割iをとになうものであるとすると，それ
は，当然企業が乙の主縦をおかそうとする行為を規正す
る乙とになる。 rたしかに，短期的にみるならば，消総
省-の援求が，生産省の利益iζ反するζとがある乙とは否
定しえないJと乙ろである。 しかし，i向H.tf保獲行政
は， r凶民経済的にみた経tえ合理性を追求するうえにお
いて必要はものJであるから，乙のような 『高い次元に
おいては，一致すべきものjであると，されているので
ある.すなわち， rlÈ~走行政と消費者行政という 2つの
行政Jがあるわけではなく， r両者は同ーの行政の2つ
の側面Jであり，いわば f消Q者行政は即座業行政Jで
あるべきものである。ただ，行政の量点がど乙におかれ
るべきかは，それぞれの時代の社会経済体舗によって呉
っているが，大衆消費時代を迎えた今日の情勢のもとで
は， l~民経済的にみた経併合理性の追求が， 行政本来の
あり方として，産業行政のあらゆる分野のなかへ浸透し
てゆき，従来のz考え方である「生産中心の考え方の怠滋
革命」をはかる必要性が，強調されているのである。
うえにみてきたように，政府当事者のi自n~保:i行政
にたいする考え方は，消貧者・主権の実現号をはかる乙と
が，資源の録適配分を目ざす経節合理性の迫求にとって
必要欠くべからざる条件であり，乙れが自由経済体制を
ささえているという，いわば厚生経涜学でいうと乙ろ
の， r消f.!l者志向型a適性Jの毘:ilζもとづいていると
みられるが，果して， ζのような考えが，行政本~のあ
り方として，行政のあらゆる分野において承認を求めう
るものであるうか そのためには，自由経済俸制が，消
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費者主権の確保によって実現されると乙ろの資源の長透
配分を目ざしているという， いわゆる「経済合理ュ性J
が，論証されねばならないが，確保さるべき1荷役者主権
とは一体なにを意味しているのか，そしてまた，乙のよ
うな消費者主権と，資源の最適配分，あるいはまた，自
由経済体制とが，乙のように簡単に直接結びつけられう
るものかどうか，が検討されねばならない。
3. 消賞者主権と消費者保護
「消費者主権JConsumer sovereignty という言葉
は.1934年(C.W.H・ハットによって，はじめて経済
学の基本的な命題として使われたといわれている。しか
し， 今日における経済学の分野では，乙れをzy.:~定判断と
して叙述的lζ用いる場合と，価値判断の基準として規制
的に用いる場合とがある。
いま，乙れを叙述的な意味にとって説明すると，あら
ゆる経済活動は，究極的にみれば，消費者の欲隻充足に
むけられているから，なにが生産されるかを究極的Iζ決
定しているものは.i自賛であるという乙とを意味してい
る。そして，なにを，どれだけ，いかにして，誰のため
に生産するかという，資源配分の問題を，自動的に解い
ているのが，責主争的な市場価格織携である。 ζのm場価
絡機構は， かつて，アダム ・スミスが 「神の見えざる
手j4)にたとえたように，乙れが，一切の資源配分を消
費者の欲望充足に奉仕するように調整するという，目的
志向性をもっているから，結局のと乙ろ，奉仕と服従と
を余儀なくされているのは，生産者のほうであるという
わりである。
したがって，完全競争市場のもとでは. r市場の失
敗j5)market failueがないかぎり，あたえられた資源
や技術状態をもとにして，消費者の欲望がもっともよく
充足される状態，すなわち. r消費主権jと「資源の最
適配分Jとが同時lζ実現される乙とになる。それゆえ
に.r消費者主権Jと「資源の最適配分」とが実現され
るのが，完全競争市場の特性であって，乙れが，自由経
済体制をささえるきわめて巧妙な機構である ζとは，た
とえば.J • E・ミードらの強調する6>と乙ろである。
すなわち，完全銭争市場においては.(1)ある物をより多
く生産し，他の物をより少く生産する ζとによって，他
の消費者をより不利ならしめることなしに，ある 1人の
消費者をより有利ならしめるというととは不可能であ
り.(2)所与量の生産要素をもってして，いずれか他の商
品をより少く生産する乙となしには，一商品のより多く
を生産するととができないという意味において，生産量
は極大になっており.(3)個々の企業はもっとも能率的な
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規模になっているからである。
乙のように，完全競争市場が，資源配分のうえで，
「卓越したパーフォ-"'7ンスを生むとみなされるのは，
少くとも次の3つの規範的な原理j.すなわち. (1)消費
者主権.(2)選択の自由.(3レマレート最適，にもとづくも
のである。つまり，消費者主権や資源の長適配分{ま，選
択の自由が保証された完全競争によって，実現されるも
のであるが，現実の経済体制は必ずしも，これらの条件
をみたしていない。すなわち.~~占支配や管理支配によ
る不完全競争状態にあり，乙れによって消費者主権も侵
害されているのである。したがって，消費者主権を実現
する乙とによって，企業1:公正自由な競争を展開させ，
これによって資源の最適配分をもたらそうとする政府当
局者の考え方は，いわゆる完全競争の利益を回復せしめ
る乙とが，経済合理性であり，乙れが自由経済体制の要
請であるとみるわけである。
しかしながら，完全競争状態への「回帰jが，果し
て，自由経済体制の受精として，自明のものであるかど
うかに，ただちに判定する ζとはできない。それは，完
全競争状態が卓越したパーフォーマンスをもっており，
さきにあげた3つの規範的原理にささえられていて， ζ
れを目ざすものが自由経済体制であるという，いわば厚
生経済学的な命題が，普遍的』ζ承館、されるか，否かにか
かっている。
乙乙で，若干の注意をはらっておかねばならない乙と
は，塩野谷裕一教授も指鈍しておられる7)ように，消費
者主権は，消貧者選択の自由と混同される ζとがあるけ
れども，前者lま経済活動の究極目的iζ関する乙とがらで
あるのにたいし，後者は，その目的を逮する手段という
関係にあるが，目的も手段も価値評価の対象となりうる
ものであって，別の価値基準であるという乙とである。
消費者主権も消費者選択の自由もある場合には，消費者
が市場において自由IC選択した結果が，そのまま消資者
主権のあらわれとみることができるが. r選択の自由の
ない場合にも，図書更が市場によらない方法によって，消
費者選好を発見し，それに対応するように資源の配分を
はかり，消費者主権をみたす乙ともできるJし，乙れと
は逆ICr消費者主権のない場合でも，国家が自分の選好
にしたがって，生産を指示し，乙れを消費者の自由な選
択によって，市場でさばく乙ともできるJし，また乙れ
と同じように「消費者が選択の自由をもつけれども，消
費者の選好は生産者によって管理されていて，消費者主
権が成立しない」といわれる場合もあるのである。
乙のように，消費者主権にとって，消費選択の自由が
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あるかどうかは「無関係Jという ζとになると，自由経
済体制は，消費者主梅，選択の自由，パレート最適とい
う3つの原則を同時に承認する必要があるのか，そのう
ちのlつ，たとえば，選択の自由を承認するだけでもよ
いのか，というととになる。つまり，経済体街IJは，経済
問題解決の付得条件となるものであるが，乙の付格条件
は，われわれの社会，すなわち，自由経済体制において
は.(州国人の経済的自由 (消費選択の自由と絵業選択の
自由). (2)生活水準の向上.(3)分配の適正，それに(4)労
働総の確立であるといわれている830 乙のようにみてく
ると，自由経済体制にとって，必要欠くべからざる条件
は，選択の自由であって，消費者主権の笑現は，最適条
件を規定するととによって，生活水準向上の目僚に奉仕
するものであるから，選択の自由ほど，絶対的な条件と
なっているものとは考えられない。つまり.i肉質者主栴
は，幻想であり，仮説にすぎないと考えられるのはζの
ためである。
しかし，消費者主絡が，消費選択の自由に生かされ，
最適条件を的確に定める評価基準にうまくとりいれられ
るならば，それは. r経済がどれほど消!['l者の欲望をう
まく満しているかによって，経済のパーフォーマンスを
評価するJ蕊準として用いる乙とができるはずである。
そζで.ζのような価値基準としての f消費者主継j
とは，一体何を意味しているのかを，あきらかにしてお
く必要がある。
消:l'l者主織というのは，まず消'E1者が，自分自身の欲
望について正しく知っており，さらにまた，市場で自分
の欲望1:みあった生活用品を正しく見わけるのに必要な
知識や能力をもっている乙とを意味している。乙れは同
時に，かれの欲望や欲望充足手段が，生産者や販売者1:
よって管JlJlされていたり，支配されていない乙とをも窓
味する。そして，乙の乙とが仮定されるならば，選択織
を保証されている市場での自由な選択によって，かれの
もっている欲隻や選好が正しく顕示され，乙れを社会的
にどう評価するかを別とすれば，倒人レベルにおける消
費者主権が実現することになる。
しかし，来して消費者は，自分のもっている欲望や選
好を正しく自覚しているであろうか。また，乙の欲望を
的確に充足する手段を理解しているであろうか。乙れ
が，厚生経済学でいうと乙ろの，識別問題 identification
problemである。
まず，最初の問題について考えてみると，消費者は，
自分自らの自発的な欲望にしたがって行動しているとい
うのが，経済学の通説であり，ζれが消費者主権のM;本
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がJな前縫となっているのであるが，よく考ーえてみると，
消費者のもっている欲望そのものが，生産者，乙とに販
売業者によって操作され，っくり出されているとみると
ともできる。乙と1:.生活必需的な欲望から，選択的な
欲盟のウエイトが高まってくるにつれて，乙れはいちじ
るしくなってくる。ガル7"レイスがいうように. r社会
カ1裕福になってゆくにつれて，欲隻を詰足させる過程
が，そして同時に欲望をっくり出してゆく程度が，次第
lζ大きくjなってきているのである。それは，示威や見
栄を通じて受動的にっくり出される乙ともあるがI r生
産者が，積極的に，宣伝や販売術Kよって欲笠をっくり
出そうとする乙ともあるjのであって，とのようにみれ
ば，欲望は生産に依存する乙とになる。 ガルプレイス
は，乙れを依存効果DependenceeffectとよびI rゆた
かな社会Jの特質とみているが，近代的な宣伝や販売術
は，これまで存在しなかった欲望をつくり出すから，こ
のようにしてっくり出された欲望は，自立的な欲望とい
う概念とは相いれなくなってきているのである。企業の
戦術としても，製品の製造nよりも，その需要をっくり
出すための費用のほうを重視するようになってきてお
り，乙の乙とはI rどんな三流大学の一番成績のわるい
学生にとっても，初歩的な知識JであってI r欲望をっ
くり出すためのまま用は，おそるべき金額jにのぼってき
ているのである。
このようにみてゆくと ， 消費者の欲~Iま生産者lζ依存
するととになり，生産者は「財貨の生産と欲望の造出」
というI 2つの機能をもっ乙とになる。すなわちI r生
産は，生産1:よって充足されるべき欲望をっくり出すJ
のであって， ζのような観点からすれば，欲望の領援に
おいても，消費者主権というよりは，生産者主権ともい
うべき局商があるわけである。
しかしながら，人間が社会的動物であるかぎり，その
欲望も，本来社会的なものであって，それが，人々の個
性にもとづいて自発的にあらわれるから，消費者lζ主騒
があり，外部から，乙とに生産者や販売者によってつく
られるから，消:ec者lζ主継がない， つまり個人の福祉に
役立たないというような区別をする乙とはできない。ま
た，ガルプレイスがいうように. r高水準の生産は，欲
望造・出の水準が高く，欲望充足の程度が高いというだけ
の乙とJであってI r全般的な生産水準が低い湯合より
も，高い場合のほうが，福祉はより大きいという仮定
は，もはや妥当jしないから，乙のいずれの場合も福祉
水準は閉じものであるかもしれないのである。つまり，
知識の進歩や技術の革新が，消使者の欲望の形態や内容
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をかえてきているのであって，それが)~撃によってあた
えられようが，また何ICよってひきおこされようが，欲
望そのものの遜否は，消費者主継にとっては，あまり問
題とはならない。つまり，消費者倒人の抱く欲望は，他
の何ものにも制約されないという 「無限定的性格Jをも
つものである。しかし，社会倫Jmによって，個人間に望
ましからざる作用をあたえるような反社会的な欲望にも
とづく行為，たとえば「犯罪や公答」などは，国家によ
る規制の対象となり，乙れとは反対に，好ましい社会的
効采を生むような「価値欲求JILもとづく行為は，保護
奨励の対象となり，消費者主絡を制約するζ とになる。
したがって，規範的な意味での，消費者主権は，消費
者の抱いている欲望を前提として，消費者が，自分の欲
望にみあった生活用品を正しく選択する方法を十分理解
しているかどうかという乙とになる。すなわち，消賞者ー
が，自分の欲望にみあった生活用品を正しく選択するた
めには，どんな性能をもった， どんな穣類の生活用品
を，ど乙へいけば入手しうるかについて，主継をもって
いるかどうかということになる。
乙の欲望と，欲望充足手段との媒介をなすものは，情
報である。しかし，情報は稀少資彦、であって，それゆえ
に宣伝や販売の手段になるのであるが，消費者の立場か
らみれば，Z伝や販売のための情報は偏在しており，消
賞者が;O忍とする正しい情報を手lζいれるには， r金や
時間や労力Jを必要とするようになってきている。しか
し，消費者にとっては，欲望充足手段iζ関する必要な情
報が，比較的容易に入手することができるならば， r買
い手か注窓せよjという原則jをもとにして， fi自s者主
権jを篠保しうる 1つの条件が生れてくる乙とになる。
溢野谷裕一教授は，
「劣悪で有害で無価値な繭品を貿った場合，それは消
費者の責任だとして泣き寝入りすべきだろうか。この
ようなととがいえるためには，適切な情報が安く入手
でき，しかもあまり専門的なととを知らなくてもよい
とと，劣悪な商品は，ただちに駆逐されるように，企
業の側に十分な競争が存在する乙と，たとえ誤った選
択をしても，損失はとるに足らぬというものでなけれ
ばならない。と乙ろが，複雑化し，高度化した現代の
消費生活の世界では，このような素朴な条件は満たさ
れていなし、。
したがって，消費者lζ選択の自由さえあれば，消費
者は，自分の欲望ILみあった充足手段を正しく発見
し，識別しうるという仮定は否定されねばならず，乙
乙lζ政府介入の根拠が生まれ，消費者政策と呼ばれる
公共政策の一分野が成立してきた」
と，考えられる。すなわち，まず， r医療を含む生命，
健康に関係するサービスの免許制にはじまり，食品，医
薬品，化粧品などの消費財の品質基準の制定，品質表示
の強制，広告の適正化，そしてまた，消費者金融におけ
る各種の保護などにみられるいわゆる消費者行政は，消
費者が，自分の欲望を，直接生活用品選択の場へもち乙
んでも，それほど大きな損害を乙うむるととなく，必要
な欲望をみたしうるように， r市場外の条件を整備」す
る乙とによって，r消費者主権の補強」をはかろうとす
るものである。
とのようにみてくると，価値基準としての消使者主権
は，的確に補強されなければ，ひとりだちする乙とので
きないものであって，その織強の程度や範囲や条件は，
結局のと乙ろ，社会的に規定されなければならないもの
である。
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さらに，消費者主継が，消費者保護行政によって的確
に補強されたとしても，それが，有効な価値蕊準として
妓適配分IC作用するためには，選択の自由という関門を
くぐらねばならない。しかし， r市場の失敗Jの場合を
別として，仮に消費者選択の自由が保棒されていたとし
ても，実際lζ選択の自由がないところでは，その実現は
困難である。たとえば，現在の商品市場においては，独
占や管理支配が，網の自のようにはりめぐらされてお
り，乙のような不完全競争のなかでの，消費選択の自由
があるだけである。乙のような状況のもとにあっては，
たとえ， I自主t者が自らの欲望や欲望を充足する手段を，
的確に把握していたとしても，消費者主権を実現するよ
うな選択行動をくりひろげる余地は，きわめて限られた
ものとなる。
さらに，消費者主権が補強され，消費選択の自由が確
保されたとしても，乙のような個人的な消費者主権の実
現を，社会的に評価して，厚生状態を計量する乙とがで
きなければ，それが来して社会的に望ましい状態である
のか，どうかを判定する乙とができない。そうでなけれ
ば，政策は，明確な指綴を失う ζとになる。そ乙で，乙
れを判定する 1つの基準がパレート最適とよばれるもの
であるが，これは，社会的厚生を考える場合，まず消費
者主植を認めたうえで，どの個人の効用もプラスのウエ
イトをもっているものと考-え，もはや他の個人を不利に
する乙となしには，どの個人も有利にできないような状
態になっている乙とをさしている。したがって，ζのよ
うな基殺にてらして，消費者主権の実現が，乙の辰適性
IL近づけば近づくほど，経済の成果は大きい，したがっ
多国:消費者保護の理詰について -233-
て， 経済合理性がつらぬかれていると'I'~J定するわけであ
る。しかし，乙のような「社会厚生函数」を考える場
令，その形をさめると乙ろの.il'm省主胞にたいする考
え方や，個人間の分配関係については，種々の考え方や
僻価の仕方がありうるわけであって，ことに， 計画当事
者の価値判断が加わりやすい。
したがって，塩野谷教授も指昔話されているように，
f織別問題については，消費者主般の条件と範囲とを規
定し.集計問題(すなわち， 社会的厚生函主主の決定方
法)については，分配関係、を規定する ζとが，消費者主
治諭の具体的な展開となるのであって， それなしには，
消費者主紘は，経済体制の価他』主織としては，内容の定
まらない，不完全な翠準Jであるにすぎないのである。
すなわち，消費者主砿という価値基傘が承認されたと
しても，その内容がきまらなければ.1両賞者保護ICよっ
て織強さるべきものもあきらかではなく，必要性は説か
れるとしても，来してまE遍的な悶怠がえられるかどうか
はわからない。
4. 適正鏡争と消費者保擁
乙れまでみてきたように.i1mt¥'i.保護の根拠を. ri内
貨当者主権Jの補強IC求め.i向~-lí'が， 本来もっている経
演活動の究極的な決定抱を有効に生かす乙とによって，
資事i!の級適配分をはかり.t韮bl合理.性を追求せんとする
いわゆる厚生経策学的な理念Kもとづいて，消費者保護
を級拠づ砂るζとはできる。しかし，それがためには，
厚生経済学的な理念の一般的責I(;aと，消費者主砲の条件
や範囲と，それが消費者保護によって補強さるべき内容
とをあきらかにする乙とが必要である。しかし，乙のよ
うな理念や条件や範凶や内容をめぐって，種々さまざま
な解釈がありうるわけで，結問のと乙ろ，消賞者のもつ
砲やlの主怒とそのゑ認という政治的解決Kたよらざるを
えなくなる。
けれども，乙れとは反対に，乙のような経済外的な権
利の主張は，実は，自由経済体化lそのものの回復運動の
あらわれであって，乙れが，消費者問題や消賞者運動を
笠治せしめ，消u者保護行政を日程にのぼらせてきた
と，解釈する乙ともできるわけである。奥村忠雄教授に
よれば10)• 消費者と生産省との取引という現実の経涜
関係のなかで， なぜ，産~保護がn.lLiしてきたり，消費
者保護がa程にのぼってきたりするのかといえば，それ
li. 産業優先の~J!I、があったり，消費者に主継があった
りするからではなく，それは.n本，.:1のメカニズムが，
本釆の~において作動しないj からである。
つまり. r現行の経済体制が，利潤の追求を目的と
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し，使用価値の生産を手段としている乙とは，アダム ・
スミスの指摘以米かわることのない現実Jではあるが，
「 ζのようなしくみが添総されているのは，商品ïlï~おに
おいて品質と価絡による適正な綬争がお乙なわれ，安く
て良いものの生産や販売の業者が，事I雪追求銭争Kおげ
る勝者となる乙とJ. すなわち，目的のための手段ICお
げる適正競争が条件となっている.しかし，乙のような
灸件は，一方におりる資不の集中による過少妓争と，他
方における弱小資本による過当銭争とによって，つねに
逸脱の危機をはらんでいて，必ずしも適正な銭争の条件
が維持されるものとはかぎらないのである
そζで， ζの泡般の段階lζ応ずる匡正のための量産争条
件の帰入が，総資本の要請となってあらわれるとみるわ
けである。
乙のような適正鍍争条件回復のメカニズムは.経済発
展段階によって異っており，以前ICは， r適正な餓争条
件を政策的iζ導入すれば，消n者の習慣的な選択に支え
られて有効に作動したし，また乙の費量争の結'*めぐって
くる10年を過期とする不況が，不良商品や不良企業を陶
汰し，優良企業の体質改善や競争力強化等の産業高度化
の役割Jを来してきたが，いわゆる「高度大衆消費社会
においては，乙のような回復のメカニズムは必ずしも期
f与するζとができなくなってきている。
ζのために，商品懇が横行し，乙れに対応する消賢者
勢力が増大する乙とになるが，乙れは. r乙の矛盾の活
協が，消費者の適正選択を回復すること以外にないJ乙
とを物怒るものであって，ζれが，消費者運動を登場さ
せ，消賢省保護政策といわれる一連の産業立法を.r消
究者志向型jにさせてきているというわけである。
消賞者保護をζのように，現存の経済体制をささえて
いる市場価格僚機とメカニズムが，本来の袋においてあ
らわれないと乙ろからくる回復運動のあらわれと見，そ
れは. ri白資者の適正還択を回復する乙とによって，産
業界lζ適正主主争の地盤を用怒しようとするものJである
と解釈する乙とができるが，来してき見存の経済体制をさ
さえている本来のメカニズムである，適正競争とは，一
体いかなるものであろうか。
いわゆる主主争状穆には，かのアダム ・スミスが忽淀し
たような，予定J和的な完全~争状態を頂点とした. 種
々さまざまな主主争状態がありうるわりであって，一体.
eu本の発展古哩mする 「適正簸争状態jとt、うのは.
何を意味する乙とになるのであるうか。それは，治資者
の適正選択の状態によって規定されるものであるから，
乙の意味では，総資本の発展の原動力が消費者の手KIζ
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ぎられており，いわば，消費者主権といったものが，社
会的に存在する ζとになる。つまり， r消費者の適正選
択Jを保証するような 「適正競争状態jを条件としなけ
れば， 総資本の発展が期待できなくなってきており，乙
れが，消費者保護を日程にのぼらせてきたとみる乙とが
できるわけである。
それでは，消費者がにぎっている総資本発展の原動力
というのは，一体何であろうか。それは，消ft者のもっ
ている 「購買力」である。
5. 消..倍賞力と消費者保護
消費者は，生活用品を購入するが，それはうえにみて
きたように，競争的な商品市場における取引者とみる乙
ともできるし，あるいはまた，経済循-環をささえる購買
力の持主とみる乙ともできる。
そ乙で， ζのような経済循環iζ却して，消費者のもっ
ている購買力の果す役割を考えてみると，それは，いま
や菌内総需要の半ば以上を占めるようになってきてお
り， ζの消費需要が，経済成長をささえ，さらに乙れを
ひっぱってゆく役割をも，になうようになってきてい
る。ζれが，いわゆる「高度大衆消費社会jとよばれて
いる経済発展の段階である。そして，乙のような状況を
背景にして， r消費者は王線Jであるとか， r消費者主
権」の恩惣が，強調されているのであるが，それは，た
んに消費需要のウエイトが高まってきたという乙とだけ
ではなし経済循環にたいしても，積極的な作用をあた
えるようになってきているからである。
たとえば， G・カトーナは，乙の段階の特色をつぎの
ように要約しているlυ。
(1) 坐かさ affluence ごく少数の人たちだけではな
く，また，ひとにぎりの上流階級だけではなく，非常
iζ多くの家庭が，いまや自由選択的勝買力をもち，
消費財をたえず買いかえたり，その量をふやしたり
している ζと。
(2) i肉質者の力 consumerpower 経済の周期的変
動，インフ レー ションやデフレーション，経済の成
長率一一乙れらすべてが，いまでは，非常IC大きく
消費者lζ依存している。
(3) 消費者心理の重要性 importanceof consumer 
psychology 消費者需要は，もはや貨幣だけの関
数ではなくなってきており，自由選択的需要は，は
っきりした経済的役割をになっている。それは，消
費者の鴎買意欲ICよって影響されており，場合によ
っては，それによって決定されるものである。
というのである。乙のような特徴は，カトーナによれ
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ば，最近の数十年間のうちにはじめであらわれたもので
あり，アメリカにおいては，すでに広くゆきわたってお
り，西ヨーロッパにおいても，次第に優位をしめてきて
いるのである。
ζのような状況は，乙れまでの経済学における伝統的
な考え方の再検討をせまるものである。たとえば，ガル
プレイスは， r~豊かな社会J においても，普の貧しい時
代にできあがった古い観念がまかりとおっている状況を
痛烈に批判している。カトーナもまた，r伝統的な経済
分析では，消費者の願望や消費者の要求が，経済におけ
る重要なカであるとは考えていなかったjと批判する。
つまり，経済の3つの部分ーーすなわち，企業，政府，
f肉質者一ーをとると，企業部門は，民間投資の量を高め
たり，低めたりする ζとによって，また政府部門は，赤
字を出したり，支払分が多かった場合には，他の部門か
ら金を引きあげる乙とによって，経済の発展iζ自律的な
影響をあたえるが，消費部門は，他の2部門から受けと
ったもののほぼ一定割合を費すもの，すなわち，所得を
宥から左へ伝達する，あまり窓婆でないものとみられて
いたのである。そして実際においても，消費者は，最低
限度の生存水準IC近い生活を強いられていたから，どく
少数の人々をのぞくと，支出を選択する余地はあまりな
かったのである。そして，これが，ケインズのいわゆる
「絶対所得仮説jをささえる根拠になっていたとみられ
るのである。
ととろで， ζのように，いままでみる乙とのできなか
ったような状況のなかで，消費者は，一体どのような滋
賀行動をとるものであろうか。カトーナは，ミシガン大
学のサーベー ・リサ チーセンターにおける「消費者家計
調査jならぴICr消費者の態度および購買意識に関する
調査」をもとにして，綿密な実証的研究をくりひろげ，
乙れをもとにして，消費者の態度が，耐久消費財にたい
する支出の変化とともに変化している乙とを見出し，乙
の態度指標が，個人可処分所得より も， 実際の耐久消費
財支出と密接な関係にあるととを，あきらかにしている
のである。
それでは，なぜ， 乙のような結果を導くのであろう
か。カ トー ナ自身は，必ずしも「消費者行動に関する一
般理論Jをあきらかにせず，実証できる範聞での一般化
しかお乙なっていないから，いま乙れを自由IC解釈して
談みとると，つぎのようになる12)。
伝統的な考-えにしたがえば，消費者は，自分の手にし
た収入を，消費するか，貯えるか，乙の2つのうちのど
ちらかへふりむける。しかし，i闘賞者の金の使い方をみ
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ると， ζのように単純に区別するだけでは不十分であっ
て，消費のなかにも貯蓄のなかにも，過去の決定や習慣
できまるものもあれば，自由選択的なものもある。経済
発展が未熟で，消費者の収入が低いときには，生活必需
的，習慣的，契約的支出がそのほとんどを占め，自由選
択の余地は少い。しかしながら，経済成長とともに，乙
の自由選択的な支出lま，次第に拡大されて大衆化してゆ
き，r大衆1肉質社会jといわれる泣かさをささえるよう
になってきているのである。
いま，乙の自由選択的な~f買力と ， 生活必需的， 習慣
的，契約的購買力とをくらべてみると，前者は，きわめ
て変動的であるのにたいし，後者iま，かなり安定的であ
る。その理由は，後者が意志、決定を必要とする支出であ
るζと，すなわち，選択権がある ζと，習慣に左右され
ない乙と，協窓IC考えたり話しあわれたりしたあとで支
出される。つまり，生活必需的な支出は，所得の函数と
なって安定的IC企業の提供する生活用品の購入にむかっ
たり，貯蓄にむかったりするが，自由選択的な支出は，
所得と購買窓欲との関数であって，ときには，購買意欲
によって決定されさえするものである。
ζのような競買意欲は，消賞者の動緩や態度や見通し
などの消費者心理が反映したものであって，確信や楽観
的な見通しがえられるときには，自由選択的な消貨を増
大し，積立金のとりくづしや信用購買などによって，必
要以上に多く消費するζともできるし，不安や悲観的な
見通しがあるときには，自由選択的な消貨をあとにのば
したり，必要以上におくらせたりする乙とになるのであ
る。しかも，多くの消費者が，かなりのウエイトを占め
る自由選択的な支出をもっというととになると，全国的
な位絡をもっ7 スコミによる画一的な情報伝達を背景に
して，経前循環ICかなりの作用を及iます乙とになる。経
済の周期的な変動や，イ ンフレ シーョ ンやデフレーショ
ン，あるいはまた，経済の成長率などが，消費者のカ
iζ，非常に大きく依存しているといわれるのは，乙のた
めである。しかし，その一方消費者は，合理的な人間で
はないにしても， t真mであり分別あるものであるから，
過度の行動をとる乙となし経済の安定にも貢献してい
るのである。
乙のように，消資者の行動をみてゆくと， r高度大衆
消費者会jをささえる原動力は，消費者大衆の購買力に
あり ， その購買カは，消~者のセンティメン卜に依存す
る乙とがきわめて大きい。たとえば，企業が不良な商品
を提供したり，不公正な取引方法をとったりした場合に
は，消費者iζ不信感を抱かせ，それがただちに消費J!IUl
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力の減退となってあらわれる。 しかし，消費者の需要
が，生活必需的，習慣的，契約的なものである場合IC
は，選択の余地があまりないから，購買力の減退となっ
てあらわれず，不良商品や不公正な取引方法が横行した
としても，それは，銭争原涯による解決の手にゆだねら
れる乙とになるであろう。乙れは，消費者保護以前の状
態である。と乙ろが，自由選択的な消費がふえ，それに
よって，経済の発震が導かれるようになってくると，自
由選択的な購買力の動向は，総資本の発展，すなわち，
経済成長政策にとっても，きわめて注目すべきものとな
ってくる。
乙の自由選択的な消貨は，確信や楽観的な態度によっ
て先導され，また企業の広告や宣伝は，乙のような態度
に訴える乙とによってそれをうながすものとみられる。
乙れとは反対に，不安や不信や悲観的な態度によって制
約され，また不良な商品の績行や不公正な取引方法の蔓
延などは，乙のような態度IC訴える乙とによって，購買
力を停滞させたり，減返させたりする乙とになる。そ乙
で，ζのように麟買力を停滞させたり，減返させたりす
るζとによって，経済発展IC好ましくない作用をあたえ
る乙のような要因を，軽減したり，除去したりする乙と
が，総資本の妥諮となってあらわれる乙とになる。すな
わち，賊買力の保全という役割をになって霊場してきて
いるのが，消費者保護であり，乙れまでの産業立法を，
乙の点lζ関して消f1者志向型に変えてきているとみると
とはできないであろうか。消費者志向型という意味は，
消費者の腕買力の保全と低触しないかぎりにおいて，消
費者保護と，産業保護とは同時IC成立しうるというとと
である。
また，消1望者のo買力というのは，消費支出を意味し
ており，貯蓄購買カ，すなわち貯蓄支出の場合ICは，若
干の検討を必要とする。いま，消費者が貯蓄をお乙なう
動機を調べてみると，i自'l!者の貯蓄は，役機的ICお乙な
われる ζとは，ほとんどなく，予備や取引のためにお乙
なわれるが，乙の予備は，生活不安に根ざすものであ
る。わが国の貯蓄率が外国lζくらべて，ずばぬけて苅い
のは，社会的な予備，すなわち社会保障制度がきわめて
貧困なために，私的な貯蓄による準備が，ζれを補おう
としている乙とが，一つの原因となっているとみられる
が，そうであるとすると，乙の不安!惑が貯蓄支出ICむか
わせている乙とになる。乙の貯蓄率の高さは，また同時
に経済成長をささえるものであって，総資本の発展とい
う立場からみれば，保護奨励の対象となるものである。
乙れは，消費賎買力を維持保全するという消費者保護
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とは，矛盾しないであろうか。たしかに，君事術的lζ計算
すれば，収入から消費をさしひいたものが貯蓄となるの
であって，購買力の拡大は，貯蓄カの減少となる。しか
し，経済成長過程にあっては，貯蓄率が一定の段通水準
を保ちながら，滋賀カも，貯蓄カも，すなわち，消費支
出額も，貯蓄額も増加してゆかねばならないという要請
がある。さらに，貯蓄率IC作用しないで，消費者の麟買
力を高めるものに，消費者信用の利用がある。わが国に
おいても，戦後，乙れが，前近代的な形態から， r技術
革新一ー流通革命一一消費革命Jという，いわゆる三位
一体構造となって，経済機構のなかに定着し，かなりの
ウエイトを占めるようになってきている。したがって，
乙の信用購買力の安定的確保もまた，総資本の発展のた
めに必要な条件となってくる。消費者信用の適正化とい
う一連の消費者保護は， ζれまで不信の自でみられてい
た消費者信用にたいする不信感をとり除く乙とによっ
て，信用購買力の保全をはかろうとするものであるとみ
る乙とができるであろう。
したがって，消賞者信用購買力を含めた消鎚者購買力
の保全と，貯蓄縫遂とは同時に併存しうるわけであっ
て，ともに，経済発展の一翼をになっていることにな
る。
ζのようにみてくると，消費者保護は，最初に否定さ
れた「買わせるための買手保護」という考え方が，個別
資本の利潤追求には直接つながらないかもしれないが，
総資本，すなわち，国の経済発展政策に要請されたもの
として，うかびあがってくる。つまり，消費者が保護さ
れねばならぬ必然性は，消費者が買う，すなわち購買力
をもっているためであって，乙の勝買力の安定的な行伎
を期待しなければ，安定的な経済発展を望みえなくなっ
ていると乙ろ からくる ものであると考えられる。そし
て，乙の安定的な経済発展が，個別資本の安定的な利潤
追求を保証しうるものであるから，総資本が，乙れに肩
入れをせざるをえなくなってきているのである。消費者
が不適正な選択をする乙とがないように，適正選択を補
強しようとするのも，実は，消費者が，経済の安定的な
発展を左右するような購買力の持主であるからではない
だろうか。
いまのととろ，消費者のもっている磁買力を，それほ
ど過大視する ζ とはできないのが実状であるが，乙れを
強いておしひろげていうとすれば，消費者のもっている
実質的な経済力は，その購買力であり， 自由経済体制l
は，乙の購買力の行伎の自由を保証するものである。し
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たがって，もし，消費者が，ζの購買力を的織に組織す
るζとができれば，経済関係に絶大なカをあたえうるも
のである。不良同盟や不貿ilI!動は，乙の典型的なもので
あるが，乙れは，消費者のもっている購買力の組織化を
意味している。いいかえれば，消費者の手IC，乙のよう
な可能性が鍵られているから ζそ，消費者保護が，総資
本の発展をはかるための欠くべからざる対策として，受
場してきでいるのである。
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